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1985年のプラザ合意による急激な円高修正の後、我が国の製造業は海外進出の積極的な

展開を開始した。この傾向は非製造業においてもみられ、我が国の企業活動のグローバル

化が進展した。この動きは、大蔵省の「対外直接投資実績」（図1-1を参照）によってみる

ことができる（注１）。我が国の企業のグローバルな展開は、1990年代にはいってバブル経済

の崩壊とその後の長期的な景気低迷の中でやや鈍ってくるものの、製造業にあっては比較

的安定した投資が継続的に進められてきた。さらに、1997年のアジアの通貨危機によるア

ジア経済の混乱によって一時的には低下するもの、少なくとも製造業では1999年には直前

の水準を上回るところまで回復してきている。この結果、1999年の直接投資の累積件数は、

1980年における累積件数の約４倍にあたる86,000件、累積額でみると約20倍の7,258億ドル

となっている。ただし、この累積投資額は名目値の累積であり物価の変動を含んでいる。

対外直接投資の増加は、投資受け入れ国では技術移転、産業の高度化、経済の活性化、

さらには新たな雇用創出などの貢献が期待されているが、他方で、国内産業の生産や雇用

の調整を余儀なくされ、いわゆる「産業の空洞化」や「国際競争力の低下」が懸念される。

図1-2は、通産省による「海外事業活動動向調査」（毎年）および「海外事業活動基本調査」

（３年周期）による現地法人の企業数と売上高の推移を表す。「海外事業活動基本調査」で

は、海外に現地法人をもつ我が国企業（金融・保険業、不動産業を除く）を対象とする。

日本側出資比率10％以上の外国法人である海外子会社と、海外子会社日本側出資比率50％

超の海外子会社が50％超の出資をしている外国法人である海外孫会社をいう。この統計の
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（注１）大蔵省の「対外直接投資実績」は1989年以降円で表示され、それ以前はドルベースで表示されてい
る。ここでは、直接投資額を円ドル為替レートでドルベースに換算したあと累積値をとった。なお、
平成13年１月の省庁組織の変更があったが、以下では旧名称のまま表現する。
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集計は、有効回答数のみを集計しているので、項目によって回答企業数にばらつきがあ

ること、時系列的な比較では回答率および対象企業数の違いに注意する必要があるが、

これをみると1996年合計で12,600社、123兆円の売上高の規模となる。このうち製造業が

47兆円、非製造業76兆円である。これは、1996年の名目GDPの25％（製造業のみでは

9.4％）の規模に相当する。
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直接投資の分析はこれまでに理論的にも実証的にも様々な角度から行われている。企

業、産業、マクロ、地域ベースなどの研究が進められ、最近ではパネルデータを用いた

ミクロ的なアプローチが展開されているが、ここでは産業連関分析の応用に範囲を限定

して考えることにする。稲葉（1999）は1979～1995年までの関連した研究を簡潔に整理

している。これによると、多くの研究において直接投資が貿易取引に及ぼす影響の方向

とその大きさを推計し、国内の産業連関表を用いることで貿易取引の変化がもたらす直

接間接の生産および雇用に対する波及効果を求めているという点で共通している。しか

し、貿易への直接の影響をどのように評価するのかは分析事例により異なる。直接投資
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と貿易をどのようにリンクするか、どの時点の産業連関表を用いるかにより波及効果の

大きさが異なり、生産および雇用に与える各分析事例の効果にはばらつきがあることが

示されている。しかし、産業連関分析は貿易取引における直接効果だけでなく間接的な

効果を産業ごとに評価できるという点で有効な分析方法のひとつであろう。また、成田

眞（1994）、山田・朝日（1999）では、このような問題を地域に応用し、村松、藤川

（1998）、藤川（1999）では、直接投資そのものではないが、産業連関表の枠組みにおい

て各国の国産化率について比較研究を行っている。

通産省の海外事業活動調査報告の分析では、同調査からえられる海外進出企業の生産

活動がもたらす我が国貿易への影響をもとに、産業連関表を用いた波及効果によって評

価している。これによると、1996年では輸出代替によって11.6兆円輸出が減少し、資本財

や中間財の輸出誘発によって13.8兆円輸出が誘発され、逆輸入によって3.9兆円輸入が増

加する。さらに、輸入転換効果として0.1兆円輸入が減少し、差し引き1.6兆円の貿易収支

赤字がもたらされた試算している。これを産業連関分析による生産波及額でとらえると

6.0兆円の生産減少、22.5万人の雇用減少となる。この分析は、海外進出企業の生産活動

と日本の貿易を直接結びつけて評価しているという点で興味深い。

ここでは、このような考え方を拡張し、国際産業連関表という枠組みを用いて海外進

出企業と現地経済および日本経済との相互依存関係を捉える試みを行う。特に、最近公

表された1995年の日米国際産業連関表（中川、豊島（2000））の中から現地法人の企業活

動を取り出し再構成することで、日本及びアメリカ経済における日系企業の影響力に焦

点を絞って分析することにする。

続く２では産業連関モデルについて整理し、３で国際産業連関表の再構成の方法につ

いて説明し、４で若干の分析結果について検討することにする。

一般に、産業連関表を用いた直接投資の分析は次のようなかたちでなされる。

我が国企業の海外事業展開は、輸出入の変化を通じて、国内生産および雇用に影響を

与える。このとき貿易に与える影響は、①輸出代替効果（現地法人の製造品が日本の完

成品輸出を代替する効果）、②輸出誘発効果（（1）現地工場設備等の資本財を日本から供

給する効果、（2）部品等の中間財供給が日本からなされる効果）、③逆輸入効果（現地法

人により生産された製品が日本に輸出される効果）、④輸入転換効果（海外生産シフトに



より国内生産で利用できる原材料等の輸入が増減する効果）にまとめられる。（注２）

これらの貿易に対する影響の大きさが確定すると、産業連関分析により国内生産およ

び雇用に対する直接間接の効果を評価することができる。輸出誘発効果と輸出代替効果

による輸出の増減を E、逆輸入効果の分はもし海外進出が無いとするとその分国内需要

が増大すると考えて、それを Yとして、

F E+( I－M
^

) Y

X ( I－( I－M
^

) A) F

L L
^

X

と表される。ただし、Aは投入係数、Iは単位行列、 、 はそれぞれ輸入係数、雇用

係数を対角要素とする対角行列、 X、 Lはそれぞれ生産、雇用の増減を表す。

ここでは、日本、日系企業を除く米国（以下では特に断らない限り単に米国という）、

米国に進出した日系企業（以下では単に日系企業という）に部門を分けて再構成を行っ

た日米国際産業連関表を使って、日系企業の生産活動が米国および日本に対してどのよ

うな影響力があるかを検討するためのモデルの枠組みについて整理する。

日米国際産業連関表において、１：日本、２：米国、３：日系企業に部門を再構成す

ると、

と表される。ここで、A
31

x
1
は日本の日系企業からの中間財輸入、F

31
は日本の日系企業か

L
^

M
^
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（注２）通産省の「海外事業活動基本調査」では、直接投資の貿易に与える４つの効果について次のように
して算出している。
①輸出代替効果＝現地法人の売上高×（１－日本向け販売比率）×日本シェア率
ただし、日本シェア率＝［世界市場におけるi産業の日本からの輸入額（日本の輸出額）＋i産業に
属する日系企業の日本以外への販売額］÷世界市場におけるi産業の輸入増額（輸出増額）
②輸出誘発効果＝中間財の輸出（現地法人の仕入高×日本からの仕入比率）＋資本財の輸出（現地
法人の設備投資額×設備投資対日輸入比率）
現地法人の仕入高＝現地法人売上高×現地法人の売上高仕入比率

③逆輸入効果＝現地法人の売上高×日本向け販売比率
④輸入転換効果＝輸出代替・逆輸入・輸出誘発３効果による国内生産の変化額×輸入係数



らの完成品輸入を表す。これらは、日系企業からの逆輸入効果を表す。また、A
13

x
3
は日

系企業に対する日本からの中間財供給を表し、これが輸出誘発効果となる。A
32

x
2
とA

33
x

3

は日系企業の中間財の現地販売、F
32
が完成品の現地販売、E

3
が第３国への輸出を表すこ

とになる。これらの一部は日本の輸出を代替している可能性があり、輸出代替効果がこ

こから測れることになる。A
23

x
3
とA

33
x

3
は日系企業の中間財の現地調達を表す。前者が米

国企業から、後者が日系企業からの購入である。なお、直接投資に関する資本財の日本

からの輸入はF
12
の中に含まれることになる。

この式を生産について解くと、

となる。

この式より、日本企業、米国企業、および日系企業の最終財生産に対して、それぞれ

の部門がどのように貢献しているかを評価することができる。

F
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：米国企業の最終財供給
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31 
+ F

32
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S
：日系企業の最終財供給

であるので、

として分解できる。右辺第１項が日本企業による最終財生産をする場合の各部門への波

及を示す。第２項、第３項はそれぞれ米国企業と日系企業の場合である。

生産誘発額に対応する付加価値は、付加価値率を対角要素とする付加価値行列 をか

けることで得られる。

V
^
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となる。国際産業連関表の場合、そのほかにROWからの輸入に関する関係式があり、そ

れは、

より求められる。

ここで、F
J
、F

U
、F

S
について特定の部門のみを取り上げれば、それによって誘発され

る国別部門別の付加価値および輸入が求められる。それを日本、米国、日系企業、ROW

で集計すれば、付加価値ベースのそれぞれの貢献度が評価できる。村松、藤川（1998）、

藤川（1999）ではこれを国産化という観点から分析を行っている。

日系企業の生産活動全体が日米の経済にどのような影響を与えているかをみるもう一つ

の方法としては、この部門を外生化することが考えられる。日系企業の生産が１単位増加

したときの日本および米国企業への影響を分析するには、日系企業の式を外生化して、

「日米国際産業連関表による日系企業の分析」
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を求める。これにより、日系企業の生産活動の変化 x
3
に対する日本 x

1
及び米国企業

x
2
への影響を評価することができる。

日米国際産業連関表は日米の産業と貿易の相互依存関係をひとつの表にまとめたもの

である。ここではこれを、１．日本、２．米国（除日系企業）、３．日系企業（在米）の

３つに再構成することにより、米国に進出した日本企業の経済活動と我が国および米国

経済との相互関係を分析する道具としたい。現在、日米国際産業連関表は1985年、1990

年、1995年の３つの表が作成されている。また再構成に必要な情報は、通産省「海外企

業活動基本調査」から得られる18部門の業種別日系企

業の地域別売上高、主な販売先地域別売上高、調達先

地域別調達高である。しかし、1985年については公表

資料から作業に必要な十分な情報を得るには限界があ

るので、1990年および1995年のみを対象とすることに

した。

産業連関表を再構成するには、できるだけ細かい部

門で行うことが望ましい。しかし、実際には「海外企

業動向調査」の公表データを利用することを前提とす

ると18部門制約されることになる。ここでは、その点

を考慮して、表3-1に表される20部門に日米産業連関表

の部門統合を行った。このうち、公共サービスとその

他部門には日系企業の活動はないものとする。
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再構成の基本的な考え方は次のとおりである。第１に、既存の日米国際産業連関表の

中で米国に関わる中間需要の部分を、日系企業とそれ以外の部分に分離する。図3-1の

STEP-1のグレーに塗られたところがそれに関係することを示す。

第２は、分離された米国と日系企業の部分と日本とを統合して１枚の国際産業連関表

に組み込むことである。これは図3-1のSTEP-2に図式的に表されている。ここでは、日系

企業の米国全体から中間投入から日系企業分を控除し、また米国の米国全体からの中間

投入から日系企業からの分を控除する。さらに、中間需要と地域別販売額を考慮しなが

ら、日米の最終需要部分から日系企業分を控除する。

第１のステップは以下の（1）～（4）が関係し、第２のステップは（5）～（9）が関係す

る。

（1）日系企業の生産額CTの決定

日系企業の生産額は、通産省海外企業基本調査で集計されている米国現地法人の販売

額を充てる。販売額を生産額と見なすという点のほかに、この調査は年度集計で暦年で

はないが、当該暦年値に修正する根拠となる比率が求められないので、暦年調整はして

いないという欠点もある。また、生産者価格評価への調整も施していない。これらは今

後の課題とした。

なお、商業部門の売上高は、主として商業マージンからなる産業連関表の生産額とは

合わない。そこで、ここでは商業部門の日系企業の販売費・一般管理費および営業費用

（給与総額、荷造り運搬費、賃貸料、減価償却）を集計し、その合計額を生産額と見なし

た。1995年ではこれは売上高の13.7％に相当する。

（2）日系企業の投入額の決定

日系企業の中間投入額は、生産CTに米国の対応する部門の投入係数（付加価値係数を

含む）を乗じて求めた。この方法によって、付加価値の各部門と中間投入合計額を決定

した。

つぎに、各部門ごとに「海外企業動向調査」の調達比率で中間投入を日本、米国、第

３国の地域に分解した（注３）。なお、関税率等は産業連関表の比率で按分した。投入額につ

いて、日本、米国、第３国の３つの地域に大まかに分解したあと、それぞれの地域ごと

（注３）1990年表では、すべての部門で通産省の海外企業活動基本調査の調達率を用いると、日本との貿易
において整合的でなくなるので、鉄鋼、一般機械の中間投入率は米国の値を用い、一般機械、電気
機械、その他製造業の部門では日本からの調達率について、1995年値を参考にしながら修正した。
また、1995年表では、食料、化学、鉄鋼、非鉄金属は日米の投入係数と比較してやや小さいので、
これらを参考に修正した。
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に日米国際産業連関表の対応する投入係数の比率をもとに部門ごとに按分した。ただし、

商業部門、その他サービス部門、金融不動産部門の投入については米国投入係数をその

まま採用して按分した。

（3）米国投入から日系企業分の分離

米国投入額・付加価値額から日系企業投入額・付加価値額を控除して、米国の非日系

企業分を求めた。

（4）日本の日系企業からの中間財調達額と非日系企業からの中間財調達額の分離

日本の日系企業からの中間財投入額（輸入）を次のようにして求める。農林水産業部

門からその他製造業部門までの部門別投入額については、部門ごとに、

日本の日系企業からの投入額

＝日本の米国からの投入額（中間需要輸入）×（ ）

で求めた。

「商業～その他」部門については、上で求めた農林水産業部門からその他製造業部門

までの部門別投入額の合計を求め、日本の米国からの中間需要について対応する合計値

に対する比率を算出し、これを用いて日系企業分を按分した。

日本の非日系企業からの中間財の調達額は、日本の米国からの投入額から日系企業か

らの投入額を控除して、非日系企業からの投入額とした。

（5）米国・非日系企業の日系企業からの中間財調達額とその分離

米国の日系企業からの中間財投入額（輸入）を次のようにして求める。農林水産業部

門からその他製造業部門までの部門別投入額については、

米国（非日系企業）の日系企業からの投入額

＝米国の国内投入額×（ ）

で求めた。

「商業～その他」部門については、農林水産業部門からその他製造業部門までの部門

別投入額の合計の、米国の国内中間需要合計値に対する比率によって日系企業分を按分

した。また、米国非日系企業の中間財投入額は、日系企業からの投入額を控除して求め

日系企業の現地販売額

米国の国内需要計

日系企業の日本向け販売額

米国の日本向け輸出額



た。

（6）米国・日系企業の日系企業からの中間財調達額とその分離

日系企業の現地調達額は部門別にその合計額として把握されるが、それが日系企業な

のか非日系企業なのかという情報は「海外企業動向調査」からは得られない。そこで、

ここでは、米国における国内需要に対する日系企業の供給比率を用いて按分する。すな

わち、日系企業の日系企業からの中間財投入額（輸入）は、農林水産業部門からその他

製造業部門までの部門別投入額については、

日系企業の日系企業からの投入額

＝日系企業の国内投入額×（ ）

で求めた。この方法は、たとえば自動車組立企業の進出が部品企業の海外進出を促す傾

向にある日系企業間の密接な取引関係の存在を考慮しないことになるが、関連する情報

が得られず次善の策としてこのような方法をとった。産業の成熟が十分でない発展途上

国では問題となろうが、先進国である米国を対象とする場合は致命的な欠点とはならな

いであろう（注４）。

「商業～その他」部門については、農林水産業部門からその他製造業部門までの部門

別投入額合計の国内中間需要合計値に対する比率によって日系企業からの分を按分した。

また、米国非日系企業からの中間財投入額は、日系企業からの投入額を控除して求めた。

（7）日本の日系企業からの最終財の調達額とその分離

日本の日系企業からの最終財調達額（輸入）は次のようにして求める。農林水産業部

門からその他製造業部門までの部門別投入額については、

日本の日系企業からの最終財の調達額

＝日本の米国からの最終財の購入額×（ ）
中間投入控除後の日系企業日本への販売額

日本の米国からの最終需要額

日系企業の現地販売額

米国の国内需要計
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（注４）1993年ジェトロ白書投資編「世界と日本の海外直接投資」では、アメリカ経済において、日系製造
業の現地調達比率も年々着実に増加していることが記されている。（133ページ）それによれば、ジ
ェトロ調査では、現地調達比率について回答のあった工場（931工場）のうち、調達比率70％以上の
工場は62.1％と前回調査より、3.8ポイント増加した。調達先では、回答企業（824工場）の内、
25.5％が9割以上を米国資本100％企業から調達している。
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「商業～その他」部門については、上で求めた農林水産業部門からその他製造業部門

までの部門別最終需要額の合計を求め、対応する日本の米国からの最終需要額の合計値

に対する比率を算出し、これを用いて日系企業分を按分した。

日本の米国非日系企業のからの最終財の調達額は、日系企業からの最終需要額を控除

して、非日系企業からの最終需要額とした。

（8）米国の日系企業からの最終財の調達とその分離

米国非日系企業の日系企業からの最終財調達額は次のようにして求める。農林水産業

部門からその他製造業部門までの部門別投入額については、

米国の日系企業からの最終財の調達額

＝米国の米国からの最終財の購入額×（ ）

「商業～その他」部門については、上で求めた農林水産業部門からその他製造業部門

までの部門別最終需要額の合計と、米国からの最終需要額について対応する合計値との

比率により日系企業分を按分した。

米国非日系企業の非日系企業からの最終需要額調達は、米国からの最終需要調達額か

ら日系企業からの最終需要額を控除して求めた。

（9）その他世界への輸出の分離

日系企業のROWへの輸出は日系企業の第三国への部門別販売額とした。また、日系企

業の非普通貿易はないとした。日系企業の調整項目は輸出額で按分した。

米国その他のROWへの輸出は、「米国のROWへの輸出項目」から「日系企業のROWへ

の輸出項目推計値」を控除して求めた。

以上の推計により、日本、米国（除日系企業）、米国日系企業に再構成された国際産業

連関表ができあがることになる。

前節で再構成された日米国際産業連関表は、米国から日系企業の活動が分離されたも

ので、図3-2はそれを図式的に示す。この表の中には「逆輸入効果」を表す日系企業から

中間投入控除後の日系企業現地販売額

米国の自国からのからの最終需要額



日本への中間財輸出および最終財輸出、「輸出誘発効果」を表す日本から日系企業への中

間財輸出、中間財の現地調達、中間財および最終財の現地販売ならびに第３国輸出の大

きさがそれぞれ明示されることになる。もちろん、直接投資の投資需要も米国の最終需

要の増加を通じて評価することができる。なお、ここでは日米国際産業連関表をもとに

行っているので、評価される海外進出企業も米国に限定されることに注意しなくてはな

らない。

表3-2a、表3-2bは、それぞれ1990年と1995年の推計された産業連関表の要約である。ま

た、表3-3と表3-4はそれぞれ日系企業部門の需給関係と費用構造とその変化を表している。

このふたつの表では、国内生産額以外の数値は生産額に対する相対的な値を％で評価し

ている。また、数値は上段、中段、下段に別れ、それぞれ1990年、1995年、および両年

の差を示している。

表3-3の日系企業部門の需給関係をみると、1990年には全体の生産額は1155.9億ドルで

あったのが、1995年には1986.4億ドルに増大している。ただし、この増加は名目値の変化

であり、円高による影響が大きいことに注意する必要がある。日本市場への輸出をみる

と1990年には中間財輸出の生産に対する割合が高いのは、農林水産業74.7％、鉱業71.7％

であり、ついで木材パルプ27.4％、化学9.8％、石油石炭6.3％、食料品4.7％、非鉄金属

3.4％となっている。1995年には農林水産業、鉱業、化学の中間財輸出の割合が大きく減

少し、それぞれ24.7％、5.0％、2.2％となった。これに対して、木材パルプ、石油石炭、

非鉄金属、食料品、精密機械の中間財輸出割合は増加し、1995年にはそれぞれ42.3％、
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16.3％、8.7％、7.1％、3.9％に増加した。日本市場への最終財輸出の生産に対する割合は、

1990年には農林水産業14.0％が一番高く、ついで食料品3.9％となっている。1995年には

農林水産業では減少し3.2％、食料品については7.8％に増加している。

米国国内市場に対する中間財供給が多いのは、1990年の製造業の中では鉄鋼、非鉄金

属が大きく、ついで木材パルプ、その他製造業部門である。最終財については、食料品、

繊維、電気機械、輸送機械、精密機械などの部門で生産の半分以上を供給している。こ

の傾向は、1995年に至って多少変化しており、鉄鋼、非鉄金属、一般機械の部門では中

間財の供給が相対的に減少し、電気機械、輸送機械、石油石炭部門では最終財から中間

財へとシフトしてきている。
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日本からの輸入については、繊維、化学、鉄鋼、非鉄金属、電気機械、輸送機械、精

密機械の財については相対的に減少しているが、一般機械については逆に増加している

ことがわかる。

表3-4から日系企業の費用構造の変化をみると、1990年から1995年の間で日本からの中

間投入の割合を減少させているのは、石油石炭28.1％ポイント、輸送機械10.5％ポイント、

非鉄金属11.9％ポイント、鉄鋼9.1％ポイント、化学7.2％ポイントなどが大きく、逆に、

一般機械17.7％、精密機械6.5％の部門が増加させている。これらの中で輸送機械と電気

機械の生産が大きいので、その部門の変化の影響力は大きい。輸送機械、電気機械とも

中間財調達は日本から米国にシフトしているのがみられる。



「日米国際産業連関表による日系企業の分析」

─ 41  ─



─ 42  ─

（注）各中間投入の和は、関税・輸入税、国際運賃・保険の分だけ中間投入総計と合わない。
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ここでは、再構成された日米国際産業連関表を用いていくつかの分析を行う。

はじめに、レオンチェフ逆行列の列和について整理したのが、表4-1と図4-1、図4-2で

ある。表4-1では表側の部門における最終需要1単位の増加がもたらす生産波及額を日本、

米国、および日系企業にわけて集計した値を示している。また、図4-1、図4-2の上段と中

段の図では、当該国は左軸で測られるが、当該国以外の値は右軸で測られているので、

スケールが異なることに注意する必要がある。

日本の各部門の最終需要変化が米国や日系企業の生産に波及する程度は、全体から見

ればわずかである。そこで相対的な変化に注目すると、日本の木材パルプや食料品の最

終需要が増加したとき、米国への影響が相対的に大きいことがわかる。さらに、電気機

械、輸送機械、精密機械の需要増加の場合も、それについで米国への生産波及が大きい。

この関係は、1990年から1995年に向けて大きくは変化していないことがわかる。日系企

業への影響は規模が小さく、米国と同じオーダーでは評価しにくい。

米国（日系企業の除く）の場合も、日本に対する波及の水準はやはり低いのでここで

も相対的な影響力に注目する。と同時に日本与える影響と日系企業に与える影響とがほ

ぼ同じ水準であるということも興味深い。米国の電気機械、輸送機械、精密機械など最

終需要部門の増加が日本の生産に与える影響が相対的に大きいことがわかる。中でも

1990年には米国精密機械の最終需要の影響が一番大きかったが、1995年には電気機械の

影響がもっとも大きくなっているという変化がみられる。日系企業に対する影響は、非

鉄金属、一般機械、電気機械、輸送機械、精密機械の影響が相対的に大きく、程度の差

はあるが同様な傾向が見られる。この場合も1995年になると電気機械の影響が最も大き

くなっている。

つぎに日系企業の場合をみると、1990年の米国への波及が大きい部門は、農林水産業、

建設業、食料品、繊維、木材パルプ、およびその他サービスの各部門である。製造業の

機械関係への波及は一般機械0.5、輸送機械0.67が比較的大きい。日本への影響は、石油

石炭が0.8と最も高く、輸送機械0.65、精密機械0.51、電気機械0.44がそれに続く。1995年

では、若干変化があるものの、ほぼ同様の部門におい高い波及効果がみられる。米国で

は、石油石炭と輸送機械の波及効果が大きくなっており、日本については一般機械、精
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密機械の影響が大きくなり、逆に輸送機械の波及効果が若干小さくなっている。

表4-2、表4-3は、それぞれ1990年と1995年の日本企業、米国企業、日系企業の最終需要

生産による生産誘発額とROWに対する輸入誘発額を求めている。1990年の最終需要の規

模は日本を100として、米国183.5、日系企業2.32である。また、1995年では日本を100と

して、米国142.6、日系企業2.11となっている。

それぞれのケースの生産および輸入誘発総額の規模は、1990年で日本のケースを100と

すると、米国のケースでは168.6、日系企業のケースでは2.41となり、1995年では日本の

ケースを100として、米国のケースで137.1、日系企業のケースで2.39となっている。1995

年の値で見ると、日本の最終需要生産の生産波及額の96.7％は日本国内の生産で、アメリ

カの生産は0.78％、（在米）日系企業の生産は0.04％、ROWからの輸入が2.49％の割合で

ある。アメリカのケースでは、アメリカに95.7％、日本に0.53％、日系企業に0.63％、

ROWからの輸入が3.17％となっており、日本への影響をやや上回る規模の効果が日系企

業にあることがわかる。また、日系企業のケースでは、日系企業自身の生産に51.0％、ア

メリカ企業に31.2％、日本に14.8％、ROWからの輸入に3.1％の影響力がある。日本の役

割が大きいとともに、アメリカ企業への需要の波及もそれ以上に大きいことがわかる。

これを乗数で評価したのが表4-4である。1990年では日本のケースで1.80、米国のケー

スで1.65、日系企業1.87となり、1995年ではそれぞれ1.76、1.70、2.00となっている。名目

値の比較であるという制約があり、両年の値を比較すると日本の乗数は低下しているが、

日系企業のケースの乗数は大きくなっており、その変化の大部分は米国の貢献が大きく

なっていることがわかる。これは日系企業の米国での調達比率が高まっていることと関

係する。

表4-5は、表側に表されている各部門の最終需要が増加したときの付加価値誘発額を日

本、米国、日系企業に分けて集計し、さらにROWに対する輸入誘発額、貿易の運賃・保

険等の誘発額を求め、その相対評価をしたものである。これは当該部門の最終需要によ

って派生する直接間接の効果を付加価値ベースで評価したもので、藤川（1999）は、こ

れを付加価値基準の国際分業率とよんでいる。図4-3a～cはこれをグラフに表示したもの

である。
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図4-3aは、日本の各部門の最終需要の増加による効果を示している。この図では日本と

ROWは左軸で測られるが、米国と日系企業はスケールが異なるので右軸で測られている。

また、米国と日系企業の効果は累積棒グラフとなっている。付加価値ベースでも米国に

対する影響は、木材パルプが最も大きく、次いで食料品であることがわかる。1990年で

は化学、繊維、非鉄金属、電気機械、輸送機械、精密機械が比較的大きく、1995年では

化学、電気機械、精密機械の部門の効果が大きい。

図4-3bでは、米国の各最終需要部門の変化の効果を示す。この図では、米国とROWが

左軸で測られ、日本と日系企業が右軸で測られている。付加価値ベースでも日系企業と

日本に対する効果はいずれの部門でもほぼ同じような規模である。1990年の一般機械、

電気機械、輸送機械のケースでは日本への影響より、日系企業への影響の方が２倍ほど

大きくなっている。1995年では全般に波及割合は日本、日系企業とも大きくなっており、

機械系部門、特に電気機械部門のケースの影響が大きくなっていることがわかる。

図4-3cでは日系企業の最終需要に対する影響が累積棒グラフで示されている。日本への

影響が大きい部門は、1990年では輸送機械、石油石炭部門であり、電気機械、精密機械、

一般機械、さらに、化学、鉄鋼、非鉄金属部門が続いていたが、1995年には、影響力が
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高い部門は一般機械、電気機械、輸送機械、精密機械に集中してきたことがわかる。米

国への影響が強い部門は、1990年では農林水産、建設、それに食料品、繊維、木材パル

プ、その他サービスなどの部門が大きいが、1995年では、農林水産、建設、石油石炭、

鉄鋼、輸送機械などの部門が大きい。また、ROWへの影響は機械系部門を中心に大き

く、1995年にはその程度が増していることがわかる。
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つぎに日系企業の生産活動の影響を外生化モデルによって確認する。図4-4は日系企業

の部門を外生化し、日系企業の各部門の生産が１単位増加したときの日本、米国の生産、

ROWからの輸入への影響を累積棒グラフとして表している。これをみると、農林水産業、

建設、食料品、繊維、化学、鉄鋼、輸送機械、石油石炭など多くの部門で当該日系企業

の生産増加に匹敵する規模の生産増加を米国企業にもたらすことがわかる。1990年で日

本への影響が大きいのは、電気機械、輸送機械、精密機械、石油石炭であり、ついで化

学、鉄鋼、非鉄金属、一般機械の部門であったが、1995年になると化学、鉄鋼、非鉄金



─ 54  ─

属の日本に対する貢献が小さくなり、逆に一般機械の影響が多くなっている。名目値で

の効果の比較という制約はあるが、両年の差をとると化学については日本、米国とも効

果が減少している。鉄鋼、非鉄金属、輸送機械、石油石炭部門では日本への貢献は低下

しているものの、米国への貢献は増大している。電気機械、一般機械はその逆で、米国

への影響がわずかではあるが低下し、日本への影響が増大している。精密機械では日本、

米国いずれへの影響も大きくなっている。また、農林水産業、食料品、その他製造業で

は、米国への影響が低下していることが目立つ。ROWへの影響力が比較的強いのは、建

設、化学、輸送機械、石油石炭であり、これらの経年的な比較をするとごくわずかでは
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あるが輸入への影響力は大きくなっている。

図4-5は、日系企業の生産額の大きい機械系部門の生産増加の影響を、外生化モデルで

評価した部門別の値の差を示すものである。これにより、日系企業の生産が日米の各部

門の生産にもたらす効果の変化をみることができる。

日系企業の一般機械の生産が増加するケースでは、1990年から1995年の間に日本企業

への波及が大きくなっている。特に一般機械部門の生産波及効果は大きく増大し、さら

に、非鉄金属、電気機械、商業、その他サービスなどへの正の効果がめだつ。これに対

して米国では鉄鋼などの生産波及効果が減少している。
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電気機械のケースでは、波及効果が増大するのは米国の企業で、電気機械部門の生産

増大が最も大きく変化し、ついで商業、その他サービス、非鉄金属などへの波及効果が

増大するという変化をもたらす。日本に対しては、当該電気機械部門では大きな変化は

みられないが、化学、鉄鋼、一般機械、非鉄金属、その他製造業への影響が小さくなっ

ている。

輸送機械のケースでも、電気機械と同様に米国には生産波及効果が増大し、日本に対

しては低下している。日本への影響の変化は、電気機械部門において最も大きく、つい

で輸送機械、非鉄金属、鉄鋼、一般機械、精密機械、その他製造業、その他サービス、

その他への影響が減少している。米国に対しては、非鉄金属、その他サービス、商業へ

の影響が大きく、ついで電気機械、一般機械、鉄鋼、その他製造業などが目立つ。

日系企業の電気機械、輸送機械部門などで現地調達の拡大が進んでいることが、日米

企業への影響パターンをこのように変化させていると理解することができる。

この小論では、日米国際産業連関表をもとに、米国における日系企業の生産活動と日

本および米国における依存関係を明示的に表す産業連関表に再構成し、産業連関分析の

枠組みで日系企業との連関とその変化について分析した。

従来、産業連関表による直接投資の経済分析は、海外進出により生産拠点がグローバ

ル化するとき、貿易を通じて我が国の生産および雇用にどのような効果があるかを評価

してきた。そのとき、輸出代替効果、輸出誘発効果、逆輸入効果によって表される貿易

を通じた需要変化の生産に与える波及効果を求めることになる。

ここでは、近年整備されてきた国際産業連関表を用いて、日本と外国の相互依存を明

示的にとらえる中で、日系企業活動の影響力の大きさを測ることを考えることにした。

もちろん再構成された国際産業連関表の中には、輸出誘発効果、逆輸入効果に相当する

取引が明示される。他方、産業連関表の中では輸出代替効果は含まれるものの直接には

分離できない。ここでは輸出誘発効果と逆輸入効果を通じた日本への影響に焦点を当て、

日系企業の生産活動の影響度を、日系企業の生産する最終財の波及効果ないし、日系企

業の生産する中間財および最終財の波及効果という形で評価することにした。また、２

時点の効果を比較検討することで1990年代前半に起こった日系企業の生産活動の変化を

読みとることにした。そして、次の点が明らかになった。
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日系企業の生産は日本の最終需要変化からの影響は相対的に小さく、米国の最終需要

変化からの影響のほうが大きい。特に米国の影響は、一般機械などの部門では日本が受

ける影響の大きさに匹敵する。また、日系企業が日本や米国に与える影響のパターンは

異なる。日本の場合は、化学、鉄鋼、非鉄金属と機械系部門の影響が強かったが、1995

年では機械系部門に集中している。

日系企業の最終需要生産による生産波及額をみると、1995年で日系企業自身の生産に

51.0％、アメリカ企業に31.2％、日本に14.8％、ROWに3.1％の影響力がある。日本の役

割が大きいとともに、アメリカ企業への需要の波及も大きいことがわかる。これを乗数

で評価すると1990年では日系企業の生産する最終需要の1.87倍の波及額があるが、1995年

では2.00となる。名目値の比較であるという制約があるが、日系企業の乗数が大きくなっ

ている。その変化の大部分は米国の貢献が大きくなっており、日系企業の米国での調達

比率が上昇と関係すると推察される。付加価値ベースでも、日系企業の最終需要生産に

よってもたらされる付加価値および輸入需要の地域配分は、1990年には日本13.4％、米国

28.5％、日系企業52.3％、ROW4.7％であるが、1995年には日本13.9％、米国33.1％、日系

企業46.0％、ROW6.1％となっており、米国のシェアの拡大がみられる。また、ROWへの

貢献も大きくなり、途上国からの部品調達の増大を反映しているものと考えられる。

日系企業部門を外生化モデルでは、日系企業の生産が1単位増加したときの日本およびア

メリカ企業への影響をみるとこができる。日系企業の農林水産業、建設、食料品、繊維、

化学、鉄鋼、輸送機械、石油石炭など部門の生産が米国企業に大きな影響をもたらし、

日系企業の生産の日本への影響が大きいのは、機械系部門を中心としたところである。

このような影響は日系企業の現地調達率の変化を通して1990年から1995年の間に変化が

みられる。

通産省の「海外事業活動動向基本調査」では日系企業の生産活動は1995年において日

本GDP規模の約19％に相当する。今回は米国における日系企業に限定しているので、さ

らに範囲は狭く約7.2％の規模である。従ってこれらの分析は、日米間だけでなくアジア

やヨーロッパを含めた国際産業連関表の枠の中で行うと、日系企業のネットワークに関

する一層興味深い関係が分析できる可能性があると考えられる。その展開は今後の課題

である。

「日米国際産業連関表による日系企業の分析」

─ 59  ─



※この論文は文部科学省平成12年度科学研究費補助金（基盤研究（C）（2））「国際的産

業構造調整と国際競争力に関する計量経済分析－日本、アジアNIES、米国の比較を

中心として」（研究代表者　椙山女学園大学生活科学部教授木下宗七、課題番号

11630027）の研究成果の一部である。

稲葉和夫（1999）『海外直接投資の経済学』創文社。

Ito, Takatoshi, and Anne O. Krueger, The Role of Foreign Direct Investment in East Asian

Economic Development, The University of Chicago Press, 2000.

藤川清史（1999）『グローバル経済の産業連関分析』創文社。

Guo, Jiemin, and Mark A. Planting (2000),“Using Input-Output Analysis to Measure U.S.

Economic Structural Change Over a 24 year Period”, Paper presented at the 13

International Conference on Input-Output Techniques, Italy, August 21-5.

経済企画庁調整局（1990）『日本と世界を変える海外直接投資－海外直接投資の増大が国

際的な産業・貿易構造等に及ぼす影響調査報告書』。

木塚欽也（1989）「海外直接投資の雇用に与える影響について」『労働統計調査月報』6-

20ページ。

村松文武、藤川清史（1998）『“国産化”の経済分析－多国籍企業の国際産業連関』岩波

書店。

中川江里子、豊島裕治（2000）「1995年日米国際産業連関表（速報）による構造分析」

『産業連関』第9巻3号、30-43ページ。

成田眞（1994）「海外直接投資が東北経済に与える影響」『イノベーション&I-Oテクニー

ク』第5巻3号、68-73ページ。

総合研究開発機構（1996）『直接投資と経済成長に関する研究－東アジアの今後の課題－』。

高橋睦春（1999）「1990年国際産業連関表の概要」『産業連関』第9巻1号、33-40ページ。

通商産業省大臣官房調査統計部企業統計課、同産業政策局国際企業課編（1999）『我が国

企業の海外事業活動－平成9年度海外事業活動動向調査』。

山田光男、朝日幸代（1999）「産業の空洞化－三重県県内外２地域間産業連関表による－」

『産業連関』第8巻4号、38-44ページ。

─ 60  ─



柳沼寿、山岸祐一（1996）「日本企業の海外活動と総要素生産性」経済企画庁経済研究所

『経済分析』。

「日米国際産業連関表による日系企業の分析」

─ 61  ─


